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シンボルマーク お問い合わせ先（事務局）「みえ」のイニシャル“M”と自然のイメージをモチーフに、自
然環境と暮らし、エネルギーの共生を表現しています。色は海
のブルーと樹木のグリーン、図形は地球であり、「三重」の海
と山、美しい海岸線でもあります。ダイナミックな“M”で、未
来に向けて発展していくエネルギーの躍動感を表しました。
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　9 月 3 日に近畿地方に上陸した台風
12 号は、奈良県、和歌山県を始め三
重県内においても大きな被害をもたら
しました。被災された皆様に心からお
見舞い申しあげます。
　また、東日本大震災から半年余りが経
過いたしましたが、改めて被災された皆
様に、心よりお見舞い申しあげます。
　被災地では、一部復旧の兆しも見え
始めてきておりますが、まだまだ復興
に向けた動きはこれからの感があり、
一日も早い復興を願うものです。
　また、東京電力福島第一原子力発電
所の放射能漏洩事故においても、第一
ステップを終了したとのことでありま
すが、こちらも一刻も早い収束を願っ
ております。  

 　一方、今夏、大変心配されていた「電
力不足」も、自動車業界の勤務日変更
や企業におけるピーク節電への努力、
さらには、国民のエネルギーに対する
意識の高まりとその実践により、大き
な混乱もなく、どうにか乗り越えるこ
とができたと思います。
　当会では、これまで「低炭素社会」
の実現に向け、環境にやさしく発電時
に CO2を排出しない原子力発電や太
陽光発電、風力発電を始めとする新エ
ネルギーの推進を主張し、その理解獲
得のための啓発活動や要望・提言活動
に精力的に取り組んでまいりました。
　しかし、東日本大震災の大地震と大
津波による東京電力福島第一原子力発
電所の放射能漏洩事故で、原子力発電
に対する国民の信頼は、大きく失墜い
たしました。
　今、世論は「脱原発」論などの話が
出るに至り、代替エネルギーとして太
陽光や風力発電等の再生可能エネル
ギーが大きくクローズアップされてき
ておりますが、広大な用地が必要なこ
とや、天候等に左右されるなど、再生
可能エネルギーだけでは安定かつ大量
の電力供給は困難であります。また、
火力発電等に必要な化石燃料に過度に
依存することは、地球温暖化を防ぐた

めにも有効ではありません。原子力
は、資源に乏しい我が国において、長
期的にエネルギーの安定供給を確保
し、地球環境問題を解決していくため
に、欠かすことのできない重要なエネ
ルギーであると考えます。
　そこで当会は、原子力発電所の安全
対策を万全にしていただくために、「国
民が納得できる原子力発電所の安全指
針の早期策定」、「国の安全指針に基づ
く原子力発電所の安全対策の徹底」を、
国および事業者に要望いたしました。
　今月、野田新政権が発足しました
が、エネルギー政策等については、少
資源国である日本の発展や将来のため
にも、正しい方向性をお示し願いたい
と考えております。
　また、三重県においても、エネル
ギー・環境問題を正しく理解するため
に、エネルギーの需給構造のあり方
や、温室効果ガス排出削減に資する諸
施策について議論を深め、合意形成を
図っていく必要があると考えます。
　当会では、今後ともエネルギー・環
境問題に関して、全県民的な議論に発
展していくよう啓発活動や要望・提言
活動に精力的に取り組んでまいります。
 会員の皆様のご支援とご理解を賜り
ますよう、お願い申しあげます。
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総 会特集

総会

　当会では6月 9日（木）、津市
羽所町のアスト津4階・アストホー
ルで、16回目となる平成23年度
総会を開催し、約260名の会員が
参加しました。総会の冒頭、小菅
弘正会長は「東京電力福島第一原
子力発電所の事故が連日報道され、
私たちのエネルギーに対する関心
はかつてないほど高まっておりま
す。三重県においても、私たちは、
エネルギーや環境問題を正しく理
解したうえで、豊かな生活を次の
世代も享受できるよう、原子力の
必要性も含めて、これからのエネ
ルギーの需給構造はどうあるべき
か。また、環境問題についても改
善すべく、議論を深めて合意形成
を図っていく必要があるかと思い
ます。エネルギーや環境問題に関
して、全県民的な議論へ発展して
いくよう、当会は中心的な役割を
果たしてまいりたいと考えており
ます」と挨拶しました。

　また来賓としてまずは、稲井田
敬一経済産業省中部経済産業局資
源エネルギー環境部電源開発調整

官は、「経済産業省としても追加対
策をとるなど原子力発電の安全・
安心の確保に向け鋭意取り組んで
いるところです。中部電力様のご
理解のもと、浜岡原子力発電所の
全号停止を行っていますが、中部
電力管内7月の電力予備供給率は
現在のところ4.8%で、安定供給の
目安であります8%ないし、10%
にむけて経済活動に影響を与えな
い範囲でピークカットなど一般的
な節電を呼びかけあっているとこ
ろです。『21世紀のエネルギーを
考える会・みえ』の皆様が中核的
な役割を果たしていくことで、三
重県内のエネルギー確保について
正しい理解が拡大するものと期待
しております」と挨拶されました。

　また、山本教和三重県議会議長
は「持続的な発展と地球環境の保
全のためには発電時に二酸化炭素
を排出しない各種エネルギー源を
適切に組み合わせた取組を進める
とともに、エネルギーの重要さに
ついて理解を深め低炭素社会の実
現に向けて省エネ型のライフスタ
イルを定着させていくことが一層
求められています。このような社
会的要請のもと、『21世紀のエネ
ルギーを考える会・みえ』様にお
ける各界・各層からの幅広い方々
の英知を結集した積極的な活動は
非常に意義深いものであり、今後
とも地球環境問題やエネルギー資
源の問題解決に向けさらに活動を
深められることを期待します」と
挨拶されました。

　内田淳正三重大学学長は「今こ
そ『21世紀のエネルギーを考える
会・みえ』が果たす役割は非常に
大きいものがあると私自身つくづ
くと感じています。エネルギーも
人間が動的平衡を保ちながら健康
を保っているように、一定の供給
というのではなく、ダイナミズム
を考えながら、エネルギー全体の
供給を考える必要があります。色々

なエネルギー源の一つを使ってい
くのではなく、様々なツールをバ
ランスよく使い分け、環境を考え
ながらエネルギーを確保し社会を
構築していくための議論をこの会
が中心となって進めていただける
ことをお願いしたいと思います。」
と述べられました。
　総会では小菅会長の議事進行に
より、平成 23年度の事業計画、
副会長、理事の承認などの審議が
行われ、満場一致で承認されまし
た。また、エネルギーや環境問題
に対する正しい理解のもと、限り
あるエネルギー資源を有効利用す
るための県民的議論を求めること
などを内容とした声明書を服部勝
事務局長が読み上げ、こちらも満
場一致で承認されました。
　総会終了後は、元国連大使で日
本国際問題研究所副会長の佐藤行
雄氏による「最近の国際情勢と日
本」と題した記念講演が行われ、
豊富な国際経験に基づく佐藤氏
の講演を会員たちも興味深く聞き
入っていました。
(講演内容は、P4に掲載 )

来賓挨拶：稲井田敬一経済産業省中部経済産業局

挨拶する小菅弘正会長

来賓挨拶：山本教和三重県議会議長

来賓挨拶：内田淳正国立大学法人三重大学学長

資源エネルギー環境部電源開発調整官
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総 会特集 平成23年度事業計画

声明書

1 基本方針
　わが国が環境面に配慮しつつ将
来にわたりエネルギーを確保する
ため、再生可能エネルギーと原子
力発電の活用を考えてきたが、再
生可能エネルギーの活用には自ず
と限界があり、また、原子力発電
については、東京電力福島第一原
子力発電所の事故により原子力の
「安全神話」が崩壊し、国民は大
きな不安を抱いている。
　東京電力福島第一原子力発電所
の事故は原子力事故に潜在する危
険を露呈させたが、私たちには原
子力の危険性と必要性を直視し、
現実を踏まえた姿勢が求められて
いる。
　そこで、私たちは原点に立ち返
り、将来的なエネルギーの安定供
給と地球環境への影響を考慮した
エネルギー需給構造はどうあるべ
きなのか議論を深め、合意形成を
図る必要がある。そのためには、
産官学民が一体となった全県民的
な議論を展開していく必要があ
り、当会は、その実現のために中
心的な役割を果たしていく。
2 活動計画
（1）啓発活動
・中部電力浜岡原子力発電所の全
面停止による電力の供給力不足
が懸念されている中、地球環境
にも配慮した今後のエネルギー
需給構造のあるべき姿につい
て、再生可能エネルギーや原子
力の危険性、必要性を含めた議
論の展開

・節電を始めとする省エネルギー
の必要性

・放射線に関する理解獲得を主目
的とした啓発活動を展開する。
（会員に対する啓発活動）
①講演会・研修会の開催、②エネ
ルギー関連施設見学会の開催、
③会報誌の発行（年 2回）
（県民に対する情報発信）
①地区別講演会・公開シンポジウ
ム等の開催、②メディアへの広告

出稿、③当会ホームページによる
情報提供、④各種団体の大会誌へ
の広告掲載、⑤会員の拡大
（2）要望活動、提言活動
①エネルギー問題や地球環境保全
への取り組み強化について、三
重県知事、三重県議会、三重県
経済界を始めとする関係諸団体
に対して要望活動を行う。
②原子力発電所について、国に対
しては国民が納得できる安全指
針の早期策定、また事業者に対
しては指針に基づく安全対策の
徹底について要望活動を行う。
③「三重県の持続的成長」を実
現するためのエネルギー需給
構造のあるべき姿について調
査・研究を行い、その成果を
広く発表するとともに、県内
有識者や各種団体等に対して
提言活動を行う。

（3）各種団体との連携強化
上記の啓発活動や提言活動を
より効果的なものとするため、
経済界を始めとする関係諸団
体と連携した活動を積極的に
展開する。

　東京電力福島第一原子力発電所
の事故により、原子力発電所の
「安全神話」は崩壊し、国民は原
子力発電に対して大きな不安を抱
いており、原子力発電に対する信
頼は大きく失墜しております。ま
た、中部電力浜岡原子力発電所の
全面的な運転停止により、電力需
要のピークとなる夏期には、電力
の供給力確保が大変厳しいものと
なり、私たちの生活や産業への深
刻な影響が懸念されています。
　原子力発電は、地球環境の保全
や安定的にエネルギーを供給する
うえで重要な役割を果たしてきま
したが、今後の原子力発電所の稼
動にあたっては、安全性がしっか
りと確保されていることが重要で
あります。
　私たちは、エネルギーや環境問

題に対する正しい理解のもと、こ
れからのエネルギー需給構造のあ
り方や、限りあるエネルギー資源
を有効に利用するため、経済活動
や私たち自身のライフスタイルを
どのように変えていくか、行政、
議会、産業界、県民が一体となっ
た県民的議論を深めていく必要が
あります。
　「21世紀のエネルギーを考える
会・みえ」では、県民的議論を展
開していくうえで、中心的な役割
を果たしてまいります。
　そこで、三重県知事、三重県
議会、三重県経済界を始めとす
る関係諸団体には、それぞれの
お立場からご指導、ご支援をい
ただきたく、また、国、事業者
には、既設の原子力発電所の安
全対策を万全なものとして、国
民が安心できる原子力発電所と
していくため、本日下記につい
て、要望いたします。

記
要望事項

1　県当局等
一　県民に対するエネルギー・環
境問題の理解向上施策のより
一層の推進

一　エネルギー問題に関する県民
的議論の展開

一　節電を始めとする省エネル
ギーやエネルギーの効率利用
につながる県民的な活動の展
開

一　未来を担う子どもたちに対す
るエネルギー・環境教育の充
実

一　温室効果ガス排出削減に資す
る諸施策の推進

2　国・事業者
一　国民が納得できる原子力発電
所の安全指針の早期策定

一　安全指針に基づく原子力発電
所の安全対策の徹底

以上、声明いたします。
平成 23年 6月 9日
 「21 世紀のエネルギーを考える
会・みえ」
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総 会特集・講演録 活 動報告

昭和14年生まれ。昭和36年外務省入省。同情報調査局長、同

北米局長、駐オランダ大使、駐オーストラリア大使などを経て

平成10年国際連合日本政府駐在代表。外務省退官の後、平成

15年財団法人日本国際問題研究所理事長、平成16年からは

国家公安委員を務め、平成22年には財団法人日本国際問題

研究所副会長に就任。現在に至る。

佐藤 行雄（さとう　ゆきお）
財団法人 日本国際問題研究所 副会長／元国連大使

「最近の国際情勢と日本」「最近の国際情勢と日本」
講師：佐藤行雄氏講師：佐藤行雄氏

三重県知事、県議会議長などに要望書を提出三重県知事、県議会議長などに要望書を提出

　本日ご参加の皆様はエネルギー
情勢をお考えになっている方々で
すから、エネルギーの話をしても
二番煎じと思いまして、私なりに
今考えている3つのこと、「東日本
大震災を世界がどのように見てい
るのか」、「日本自身が世界の不安
定要因になっていること」、「核軍
縮と安全保障」について話をさせ
ていただきます。
　震災直後の世界、特にアメリカ
における日本に対する見方は、「日
本ではなぜ略奪が起きないのか」
という驚嘆と、「日本は原発問題で
どこまで本当のことを話している
のだろうか」という不信感の二つ
に分かれていました。ただ、後者
についてもその後、疑念や不信感
が解消してきました。その転換点
は3月 22日から東京で始まった
日米連絡調整会議です。日米の専
門家が集まり、情報交換や今後の
対応を議論する会合ですが、その
会合が始まってからアメリカ側も
日本が持っている情報を全部提供
しているという気持ちになったの
でしょう。日本が原発問題でどれ
だけ本当のことをしゃべっている
かという不信感がだんだんと消え
ていったような気がします。
　これは一つの教訓です。情報を共

有することが何事においてもお互い
の信頼関係を築く上で重要です。特
に今回起きた原発問題のような、未
知、未経験の問題を多く含む事態
については国際社会と情報を共有し
て、一緒に考えていくという対応が
一番大事だと思います。
　次に「日本自身が国際社会の中で
不安定要因になっている」話です。
　日本は中国に抜かれたといって
も、世界第3位の経済大国です。
今回のサプライチェーンの問題で
も、世界が日本に頼っているとこ
ろが多いことが判りました。だか
らサプライチェーンの早期回復が
世界の日本に対する信頼の回復に
つながりました。
　その一方で、国内政治の問題な
どで日本の先行きが見えない状
況は世界にとっての不安定要因と
いっても過言ではありません。世
界第3位の経済大国であるにもか
かわらず日本の地位が低下したよ
うに思われるのは、グローバリゼー
ションの時代といわれる中、日本
の企業がもっている経済力が国の
政治力につながっていないからで
す。国の政治力を高めるためには
首相など、国を代表する人が国際
政治の場で、もっと積極的に発言
していかなくてはいけない。日本

社会全体をみても、色々な立場の
人達が国際政治への関心を持ち、
対外的にもっと発言していくべき
だと思います。
　3番目の「核軍縮と安全保障」
の話です。防衛計画大綱が初めて
できた1976年以来、日本政府は、
安全保障上、米国の核抑止力に依
存する姿勢を明確にして来ました
が、米国の抑止力の信頼性を確保
するために、日本として何をする
かについては触れないで来ました。
それどころか、その後の2回の大
綱では、国際的な軍縮のための日
本の努力を強調して来ました。し
かし、昨年の防衛計画大綱で初め
て、アメリカの抑止力の信頼性確
保のためにアメリカと協力してい
くということが盛り込まれました。
民主党政権のもとで初めて核軍縮
と安全保障の両立をはかる考えが
出て来ました。日本は核軍縮のこ
とだけ言って、安全保障はアメリ
カの抑止力に任せておけばいいと
いう姿勢は通用しません。
　今回の大震災への対応で日本の
自衛隊と米軍が共同の救援活動を
大々的に行ったことによって、日
米防衛協力が大きく前進しました
が、このことも米国の抑止力の信
頼性向上につながります。
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三重県知事、県議会議長などに要望書を提出三重県知事、県議会議長などに要望書を提出

　当会では今年も三重県知事宛のエネルギー問題に関
する県民的議論を求める要望書を小林清人県政策部長
に提出しました。
　要望書では平成23年度総会で採択された「声明書」
（P3参照）に沿った5つの項目について県当局の取組
みを求めています。同主旨の要望書を山本教和県議会
議長、坂口光中部電力執行役員三重支店長（同社社長

宛）、稲井田敬一中部経済産業局電源開発調整官（経
済産業省原子力安全・保安院院長宛）にも提出しました。
　今年は東日本大震災と東京電力福島第一原子力発電
所の事故を受け、要望先に国と事業者を加えました。
　また、7月下旬から8月にかけて県内市町の首長・
議長等や商工会議所会頭や商工会会長にも同文書を提
出し、理解を求めました。

■ 三重県知事の代理で要望書を受け取る小林政策部長 ■ 要望書を受け取る山本議長

■ 要望書を受け取る坂口支店長 ■ 要望書を受け取る稲井田電源開発調整官

訃報　藤田幸英前副会長が逝去
　当会前副会長の藤田幸英氏が平成 22年 12月 19
日、ご逝去されました。86歳でした。
　藤田氏には当会設立当初から副会長として、エネ
ルギー・環境問題の県民への啓発を中心とした当会
の活動に大変ご尽力いただきました。
　ご生前のご功労に敬意を表しますとともに、心よ
りご冥福をお祈りいたします。

■ 平成 10 年度総会で声明書を読み上げる藤田幸英前副会長
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エ ネルギー点描

エアコン
夏は28度冬は20度に。
つける時間は短めに。

照　明
省エネ型に切り替え、
点灯時間を短く。

テレビ
テレビを見ない時は

消しましょう。

冷蔵庫
ものを詰め込めすぎず、

無駄な開閉を減らしましょう。

お知らせお知らせ

　当会の活動をより多くの県民の皆様に知っていた
だくため、レディオキューブFM三重で当会のメッセー
ジを放送しています。当会の活動理念である「低炭素
社会の実現」の重要性を説明したり、当会の案内を
行ったりしています。ぜひお聴きになってください。

　当会では、会員の募集を行っています。
　21世紀におけるエネルギー・環境問題を共に考え、行動する人の「輪」を広げています。
　当会にご関心をお持ちの未入会の企業、団体、一般の方に一声お掛けいただきますよう、
お願いいたします。

会員の
募　集
会員の
募　集

ラジオ
CM
開　始

ラジオ
CM
開　始

JO
N

U 
78

.9
M

HZ

月曜日
8：25～ 8：27

木曜日
17：48～17：50

土曜日・日曜日
月5回

エアコン
25.2％

その他
20.2％

冷蔵庫
16.1％

照明器具
16.1％

テレビ
9.9％

電気カーペット
4.3％

温水洗浄便座
3.9％

衣類乾燥機
2.8％

食器洗い乾燥機
1.6％

出所：資源エネルギー庁 平成16年度電力需給の概要（平成15年度推定実績）
注：割合は四捨五入しているため、合計が100％とは合いません。

私たちの生活で使われる家電製品の中で消費
電力が大きいのはエアコン、冷蔵庫、照明器具、
テレビです。この4つで約7割を占めます。節電
効果を高めるためには、消費電力が多い機器に
きちんと対応することがポイントです。

消費電力が多い
家電機器の節電がポイント！

参考：（財）省エネルギーセンター「家庭の省エネ大事典2011」

放 送 時 間
　これから将来に向けてのエ
ネルギー問題について、当会会
長・事務局長が語る25分です。

特別番組

21世紀のエネルギーを
考える会・みえ

10月30日（日）
20：30～20：55

放送
日時

再生可能エネルギーを考える①～太陽光発電～

再生エネルギー特別措置法案の概要　　　2012 年 7月施行

太陽光発電以外

太陽光発電

住宅用
（余剰分のみ）

左記以外の事業所
用、発電事業用等

15～20円/kwh
の範囲内で定める

買取
価格

当初は高い買取価格を設定。太陽光発電
システムの価格低下に応じて、徐々に低
減させる。

15～20年
の範囲内で定める

買取
期間 10年 15～20年

の範囲内で定める

　今、再生可能エネルギーの中で
開発・普及において最も注目され
ているのは太陽光発電です。
　電力会社に再生可能エネルギー
の固定価格買取制度を定めた再生
エネルギー特別措置法案が 8月
26日成立しました。
　現行の太陽光買取制度は、家
庭や企業が自家用に行った太陽光
発電で余った電力を電力会社が買
い取る内容ですが、同法案は売電
目的で再生可能エネルギー発電を
行った場合でも、買い取り対象に
なります。このことによって、ビ
ジネスチャンスととらえた民間事
業者がメガソーラーの建設に参入
し、太陽光発電の導入量が大幅に
増えることも期待されています。
　中部地方では 2011 年 1 月に
敷地面積約 1.8 万㎡の「メガソー
ラーいいだ（長野県飯田市）」が
運転開始されています。発電出力
は約 1000kw で、想定年間発電
量は約 100 万 Kwh。これは一般
家庭 300 世帯分の年間電気使用

量に相当します。また、クリーン
エネルギーを活用することで年間
約 400 トンの CO2 削減できる見
込みです。
　太陽光発電は太陽光を使用する
ため、エネルギーが枯渇のおそれ
がなく、CO2 を排出せず環境にや
さしいなどの長所があります。ま
た、メガソーラーや住宅用太陽光
発電システムの普及など新分野の
ビジネスとして成長が期待できま
す。一方で、太陽光は「発電に広

大な面積が必要」、「気象状況に左
右され発電出力が不安定」、「設備
にかかるコストが高い」などの短
所もあります。太陽光は生産コス
ト、電力の大量・安定供給といっ
た面ではまだ多くの課題がありま
す。エネルギーの安定供給を確保
していくためには一つのエネル
ギーに頼るのではなく、それぞれ
のエネルギーの特性を踏まえ、ベ
ストミックスを図っていく必要が
あります。

　日本のエネルギーを取り巻く環境は2つの面で大きく変化を迎えています。一つはエネルギーセキュリ
ティの確保であり、もう一つは地球温暖化防止への対応です。そうした課題への対応のため、再生可能エ
ネルギーの開発・導入が求められています。太陽光、風力、地熱、バイオマスなどの再生可能エネルギー
を取り上げ、再生可能エネルギーの可能性について考えます。第1回目は太陽光発電について考えましょう。

●再生可能エネルギーを用いて発電された電気に
ついて、第三者機関で定めた価格で電気事業者
が買い取ることを義務付ける。
●買取に要した費用を充てるため各電気事業者が
それそれの需要家に対して使用電力に比例した
賦課金（サーチャージ）の支払を請求すること
を認めるとともに、地域間でサーチャージの負
担に不均衡が生じないよう必要な措置を講じる。
※なお、制度開始時点においては、右表の買取価
格と買取期間を定めることを想定しています。

■ 太陽光発電施設「メガソーラー」 Ⓒつきあかり／ PIXTA
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役 員名簿・編集後記
会報　第31号
平成23年9月発行
【主な加盟団体】
  ■三重県商工会議所連合会 
■三重県商工会連合会 
  ■三重県中小企業団体中央会 
■三重県経営者協会 
  ■三重友愛連絡会
■エネルギー問題三重県研究会

21世紀の
エネルギーを
考える会・みえ

21世紀の
エネルギーを
考える会・みえ

21世紀の
エネルギーを
考える会・みえ

シンボルマーク お問い合わせ先（事務局）「みえ」のイニシャル“M”と自然のイメージをモチーフに、自
然環境と暮らし、エネルギーの共生を表現しています。色は海
のブルーと樹木のグリーン、図形は地球であり、「三重」の海
と山、美しい海岸線でもあります。ダイナミックな“M”で、未
来に向けて発展していくエネルギーの躍動感を表しました。

ああ

ささ

つつ

いい

ごご

会 長　　小菅 弘正

菰野のコスモス畑【三重郡菰野町】

21世紀のエネルギーを考える会・みえ　役員等一覧21世紀のエネルギーを考える会・みえ　役員等一覧

四日市商工会議所顧問

三重県商工会議所連合会会長

三重県商工会連合会会長

三重県中小企業団体中央会会長

三重県経営者協会会長

三重県友愛連絡会議長

エネルギー問題三重県研究会代表世話人

三重県商工会議所連合会副会長

　　　　　同上

　　　　　同上

　　　　　同上

　　　　　同上

　　　　　同上

三重県商工会連合会副会長

　　　　　同上

　　　　　同上

　　　　　同上

　　　　　同上

三重県中小企業団体中央会副会長

　　　　　同上

　　　　　同上

　　　　　同上

三重県経営者協会副会長

　　　　　同上

　　　　　同上

　　　　　同上

　　　　　同上

　　　　　同上

電機連合三重地方協議会副議長

自動車総連三重地方協議会議長

UIゼンセン同盟三重県支部運営評議会副議長

JEC連合三重地方連絡会副議長

日産労連三重地方協議会議長

交通労連中部地方総支部三重県支部支部長

基幹労連三重県本部事務局長

電力総連三重県電力総連会長

日本青年会議所東海地区三重ブロック協議会会長

三重県地域婦人会連絡協議会会長

三重県新生活運動推進協議会会長

三重県医師会会長

社団法人三重県建設業協会会長

社団法人三重県建築士会会長

三重県商店街振興組合連合会理事長

三重県電器商業組合理事長

三重県電気工事業工業組合理事長

都市環境ゼミナール会長

三重県商工会議所連合会監事

三重県一般労働組合同盟書記長

四日市商工会議所専務理事

21世紀のエネルギーを考える会・みえ

三重県商工会議所連合会専務理事

三重県商工会連合会専務理事

三重県中小企業団体中央会事務局長

三重県経営者協会専務理事

電機連合三重地方協議会事務局長

電力総連三重県電力総連執行委員

■会　長

小菅　弘正
■副会長

竹林　武一
藤田　正美
佐久間裕之
岡本　直之
藤原　義治
吉田　文雄
■理　事

齋藤　彰一
上島　　憲
中井　　均
山本　忠之
西村　憲一
川口　佳秀
伊藤　惠智
篠木　幸一
川合　文郎
西尾　雄三
大内　𠀋夫
竹尾　博光
三林　憲忠
向井　弘光
黄瀬　　稔
菊川　靖之
澤田　　隆
佐藤　浩司
小林　長久
高崎　征輝
稲葉　邦成
浅野　啓介

平成23年6月9日現在

荒川　　透
木村　敬明
平野　清彦
齋藤　典史
宮崎三代橋
井坂　紀之
林　　竜二
橋爪　政吉
大川　妙子
伊藤　幸子
加藤　正彦
山下　　晃
瀬河　英雄
鯉江　　盈
渡邉　一雄
楠　　修次
伊藤　達雄
■監　事

森岡　　崟
堀　　博敏

奈須　庄平

服部　　勝

井ノ口輔胖
佐々木史郎
伊藤　良夫
横田　正典
長谷川善樹
広垣　和彦

■理事・事務総長

■事務局長

■運営幹事

〒514-0004
津市栄町3丁目248番地
きりんセカンドビル302号
TEL＆FAX(059)229-3790
HP　http://www.e-mie21.com/

編編 後後 記記集集

事務局長 服部　勝
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　6月 9日に開催いたしました平
成 23年度総会には多数の会員様
にご参加いただき、盛会裡に終え
ることができ、誠にありがとうご
ざいました。
 　「東日本大震災」が発生したこ
とでエネルギー・環境に関しても
多くの問題や課題が浮き彫りに
なったことから、当会といたしま

しては、県民の皆様が、正しい理
解を得ていただくための啓発活動
を鋭意、展開してまいる所存でご
ざいますので、一層のご指導、ご
鞭撻を賜りますようお願い申しあ
げます。
　また、当会の活動に関する会員
の皆様のご意見、ご感想をお気軽
に事務局までお寄せください。


